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第２回 彦根市行政評価委員会 

彦根市行政評価委員会 会議録要旨 

 

第２回 彦根市行政評価委員会 

日 時 平成 27 年 7 月 30 日（木） 午後 2 時 00 分～午後 4 時 45 分 

場 所 彦根市役所 2 階 22 会議室 

出席者 

委 員 別紙のとおり 

市職員 
福祉保健部次長、市民環境部次長、福祉保健部および市民環境部関

係各課職員 

欠 席 委 員 赤木委員、西川委員 

 

 

 

【開 会】 

 

【委員会の成立について】 

委員８人中、６人が出席。過半数以上の出席があったため、彦根市行政評価委員会設

置要綱第６条第３項の規定により会議は成立。 

 

【資料の説明】 

 事務局より本日の資料の説明。 

 

【３４１ 支え合いのまちづくりの推進（振り返り）】 

〇福祉保健部次長 

 「施策：３４１ 支え合いのまちづくり推進」、施策担当課は社会福祉課でございます

が、まず総合評価でいただいております、ご意見等に対します取組または予算措置の状況

でございます。 

 まず１点目でございますが、福祉バスの運行事業に関してでございます。こちらにつき

ましては、今まで大手バス会社３社と運行委託契約いたしまして、バスの配車を行って、

社会福祉団体等の地域福祉活動等の移動手段としてご活用いただいた制度でございますけ
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れども、こちらにつきましては平成２６年度末をもちまして廃止させていただいておりま

す｡そのかわり、２７年度から２年間の有期ではございますが、社会福祉団体等活動費補

助金として２年間の制度として新設いたしまして、今現在、運用させていただいていると

ころでございます。 

 今回のこの改正につきましては、前回はバスの配車事業といたしまして、利用に当たっ

ての幾つかの規制をさせていただいておりました。例えば、バスにつきましては、利用人

数に応じて小型、中型、大型という形でバスを配車するという部分であるとか、あるいは

日曜日、祝日は利用できない、あるいは走行距離２００キロ未満、あるいは利用時間を決

めさせていただいた中での利用といったような形で運営をさせていただいておりましたが、

今回それらの利用制度を一定緩和させていただきまして、現在、規制をしておりますのは

利用目的、利用団体の定義は同じでございますけれども、宿泊による利用はできないとい

うとこら辺を残しております。そういった規制緩和を行った後、そのほか、マイクロバス

の利用も可能とする形で整理をして運用させていただいていたところでございます。 

 現在、この移行に際しましては、大手バス会社についてもこの改正点を説明させていた

だきました。そこでご意見等としていただきましたのが、道路運送法の改正によりまして、

２７年度といいますか２６年度の途中からの法改正でしたが、今までバスの委託運賃を決

めていたわけなのですが、新しく法改正によりまして、その委託運賃の計算が非常に難し

いというご意見もございましたし、もう一つはバスの配車だけをお願いしておりますので、

当然ながらバス会社として通常の旅行業、例えば行程を組んだりとか昼食場所の手配であ

るとか寄る場所とかを手配するといった旅行業を認めなかったものが、今回の改正によっ

て認めるということになりましたので、バス会社からも好評をいただいているところでご

ざいます。 

 あと、団体様につきましては、旅行会社あるいはバス会社、どちらでも利用が可能とい

う形になりましたので、一定の成果があったものと考えているところでございます。 

 平成２７年度の予算措置としましては、新しく法改正、道路運送法によりまして改正さ

れた料金で、ある一定の委託料を算出し、昨年度（２５年度）の実績から大体１台当たり

のバスの利用単価を求めまして、現在予算措置としましては１台当たり６万円補助をさせ

ていただくということで、運用しているところでございます。 

 それから、２点目の地域福祉活動計画につきましては、市社協のほうで平成２６年度末

に計画を策定されました。この計画は大きくは三つの部分で構成をされております。地域
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福祉推進計画、学区（地区）の住民福祉活動計画、それから市社協の基盤強化計画という

３本立てで構成されているところでございまして、この学区（地区）の住民福祉活動計画

につきましては、平成２６年度末で１９の学区（地区）社協のうち、５学区について策定

が終了しております。 

 ちなみに、城東、城南、城北、佐和山、日夏という５地区でございます。今年度、２７

年につきましては、残りの１２（誤り。正しくは１４）学区も順次策定をされるというこ

とで、今、住民福祉懇談会等を開いて計画づくりに邁進をされているというところでござ

います。今後はこの計画の策定によりまして、地域福祉活動が具体化され、要するに地域

によって課題が多少違うところもございますので、そういった点をとらまえながら活動も

具体化されてくるというふうに考えておりますので、今現在も行っておりますけれども、

市社協の地域福祉事業としての助成の中で支援等を検討していくことを考えているところ

でございます。 

 続きまして、民生委員さんに関することでございますけれども、非常に昔と比べますと

福祉施策の拡充であるとか、あるいは住民自治の多様化によりまして活動の範囲が広がっ

ているということがございます。また、地域においても充て職的な活動というものが結構

多うございまして、多忙となっているというのが現状でございます。本市としましては、

そういった選出にかかる啓発としまして、極力早い時点でお知らせをするということで、

改選１年前から自治会等には次年度に改選があるということで、スケジュールを含めて周

知をさせていただくとともに、民生委員さんが、全国的に地域における委員活動をしやす

い環境づくりというものに取り組まれております。これは自治会との連携といったところ

を全面的に取組みながら、活動を知っていただくという取組を民生委員さん自身も取り組

んでいただいている状況でございます。 

 この改選に当たりましては事前に、ちょうど今の時期からでございますけれども、各学

区に民生委員児童委員協議会という協議会がございます。そういったところを中心に、地

域の自治会に民生委員さんの定数であるとか、区域変更といったご意見を聞いてほしいと

いうことで、毎年民生委員さんの任期の期間の中間で要望まとめを行っておりまして、そ

れをもとに次年度の選出であるとか、区域を定めた中で自治会さんのほうに推薦をお願い

しているというような状況でございますので、そういった中で民生委員さんにも極力自治

会との連携を深めていただくような取組をお願いしているところでございます。 

 次に、会議における意見等というところでございまして、社協の適切な支援、協働の取



－ 4 － 

組の必要性でございますけれども、学区（地区）社協につきましては地域福祉を推進する

上で、自治会等とともに重要な組織として考えているところでございます。今現在、市社

協に助成をしております中で、学区（地区）社協にも活動の助成が行われているところで

ございますので、策定された、あるいはこれから策定される学区（地区）住民福祉活動計

画の策定によって、地域福祉活動の具体化がされるというふうに考えていますので、それ

らが構築される中で、市社協とも協力しながら助成等を検討していきたいと考えていると

ころでございます。 

 それから、その他委員会での質問ということでございまして、まず１点目の福祉バスに

関する部分でございます。今回、この福祉バスを移動手段としてのバスの補助という形を

とっておられますけれども、今後の廃止後の利用団体等への支援につきましては、それぞ

れの担当部署ごとに個別施策として活動支援を考えていただくということで今、検討して

いただいているところでございます。いわば、団体としての支援のあり方を検討していた

だくということで、今のところ、順次進めさせていただいているところでございます。 

 それからもう一つ、地域福祉活動計画の策定状況でございますが、先ほど総合評価の欄

でも申し上げましたとおり、今、その一部でございます学区（地区）住民福祉活動計画が

１２（誤り。正しくは１４）学区、まだ未策定でございます。この部分については、今年

度中に策定をするということで、順次策定作業が進められている状況でございます。 

 次に妥当性及び効率性で低い評価となったことに対する意見でございますが、まず市社

協には、地域福祉を推進していく上で、学区（地区）社協というのが住民組織、こういう

例えでいいのかどうか分かりませんけれども、住民によります組織でございますので、住

民とともに地域ニーズの把握に努められまして、先ほど申し上げた学区（地区）住民福祉

活動地区を策定されて、あるいは推進される中で地域の指導者となっていただきたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 そういったことから今後、こういった計画づくりの中で、あるいは計画の推進の中で、

いろんな支援という要望が出てまいろうというふうに考えておりますので、引き続き市社

協を通じて、（学区）社協が実施する地域福祉事業への支援を図っていきたいというよう

に考えておりますし、民生委員の選出におきましては、自治会とともに民生委員の協力を

お願いしながら、委員確保に取り組んでまいりたいというふうに考えているところでござ

います。 

 それから効率性でございますけれども、まだ学区（地区）の住民福祉活動が全部そろっ
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たわけではございませんが、社協が作りました計画に沿って地域活動が推進されていくも

のというふうに考えておりますので、今後自治会あるいは学区（地区）社協あるいは民生

委員さんの団体等との連携によって、それぞれの地域に合った地域福祉の仕組みづくりを

推進いただけるものと考えておりますので、引き続き市社協、市民児協連、あるいは単位

民児協への支援を行ってまいりたいと考えているところでございます。 

○委員長 

 ただいまご報告いただきました内容につきまして、ご意見とかご質問等がございました

ら、ご自由にお願いをいたします。 

○副委員長 

 ちょっと確認したいのですけれども、昨年のこの行政評価委員会の席での議事録はごら

んになっていただけましたか。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 その上で、もう一度確認したいのですけれども、稲枝の社協というのは彦根市社協に入

っているわけですか、入っていないわけですか。 

○福祉保健部次長 

 入ってはおりません。市社協組織に統合されている組織ではございません。 

○副委員長 

 ないわけですか。 

○福祉保健部次長 

 はい。稲枝社協も含めて全部そういう位置付けでございます。 

○副委員長 

 そんな中、この社協さんです、城東とか城西とかある。稲枝はそこの中に入っていない

のですけれども、例えば城北とか佐和山とか旭森とか多景とかいろいろ学区社協がありま

すけど、稲枝を除いて１８あるんですね。 

○福祉保健部次長 

 １９です。 

○副委員長 

 稲枝を入れて１９ですか。 
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○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 稲枝を除いて１８あるわけですね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 そのうちの１８の学区社協をまとめておられるのが彦根市社協ですね。 

○福祉保健部次長 

 そうではなく、市内１９の学区（地区）社協、稲枝も含めてございますが、その学区

（地区）社協というのは全て同じ位置付けでございます。市社協の配下にあるという組織

ではございませんので、学区（地区）社協というのは、先ほど申し上げましたように、住

民さんのほうで組織をされている団体という位置付けでありますので、直接的な市社協の

組織の中に、例えば下部組織としてあるというものではなく、全く別として存在している

ものです。 

 ただ、要は自治会とかと同じように、地域の組織としてこれから福祉活動を作っていた

だくという中で、住民さんを含めて動いていただく団体組織ですので、いえば市社協とし

ても支援をされていますし、行政としてもその市社協がとりまとめていただいている事業

として、間接的ではありますが、事業補助をさせていただいている状況になってございま

す。 

○副委員長 

 彦根市社協の人件費というのがございますね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 彦根市社協の人件費というのは、常勤の方が６名でしたか、臨時の方が８名でしたか。 

○福祉保健部次長 

 ８名の職員と３名の臨時職です。 

○副委員長 

 その人件費は彦根市から彦根市社協にお金がおりて、そこから払われるということなの

ですね。 
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○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 稲枝の場合はどうなのですか。 

○福祉保健部次長 

 稲枝は補助対象といいますか、先に述べた組織でございますので、直接的な補助として

は考えておりません。 

○副委員長 

 なぜですか。 

○福祉保健部次長 

 例えば稲枝学区の中で地域の自治会、連合自治会さん等々が設立をされている社協とい

う形になりまして、その学区（地区）社協がその地域の中で、私が聞いた話では自治会の

活動もやっていきましょう、民生委員さんの活動も支援していきましょうというような地

域での決め事をされた中で、学区地区社協として地域の同意のもとで人が雇われていると

いうことになってございますので、そこには直接人件費を補助することはないということ

になります。 

 市社協というのは、こちらは社会福祉法で市町の社会福祉協議会としての位置付けとい

うものが定義をされておりまして。彦根市で言えば一つの行政区で、一つしか設立ができ

ないのが社会福祉協議会になっています。それか二つの行政区、複数の、例えば彦根と多

賀とで一つの協議会を作りましょうかというのもできるのですけれども、彦根市でいいま

すと、彦根で一つしかできない、社会福祉協議会という位置付けになってございまして、

地域福祉の推進を図ることを目的とする団体として位置付けられているということでござ

います。それに基づいて本市の場合は、彦根市社会福祉法人の助成に関する条例において、

市社協に支援しているところです。 

○副委員長 

 それは城東とか旭森とか支援されているのと一緒ですよね。 

○福祉保健部次長 

 いえ、違います。 

○副委員長 

 例えば稲枝の会議所なら会議所で老人クラブの何かするということになれば、市社協と
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して何か補助をすると。それは城東学区がされているところでも同じようにされているわ

けですね。稲枝の中であっても。 

○福祉保健部次長 

 サロン活動など、そういうことですね。 

○副委員長 

 稲枝社協の中にあっても市としては承認されているということですね。 

○福祉保健部次長 

 はい、そうです。 

○副委員長 

 それはなぜですか。今おっしゃったように稲枝社協は稲枝社協なのですよね。要するに、

稲枝社協には人件費も何も出されておられないわけですよね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 そうですよね。それを城東学区にもそういうことをされる、稲枝社協にもそういうこと

をされましたら、じゃ、稲枝社協は別の組織だから稲枝社協で出されたらどうですかとい

うふうに私は受け止めるのですが、どうですか。 

○福祉保健部次長 

 別の社協というように申し上げたわけではございません。城東であれ、旭森であれ、稲

枝であれ、全て同じというように先ほど申し上げました。ですから、要は同じ考え方で作

られた組織でございますので、事業としてやっておられること、今のサロン活動であると

か、そういう地域に根ざした活動をされているということについては、市社協のほうでふ

れあい事業という形で構築していただいて、そこに彦根市社協さんからも出ますし、彦根

市のほうからも支援をさせていただいて活動を支援しているところです。 

 ただ、こと人件費に関しましては、この彦根市内にある１９の市社協は同じ位置付けに

なりますので、たまたま稲枝さんについては人を雇っておられるという状況であるという

ような認識でございます。 

○副委員長 

 それはどうなのですか。人を雇ってもらえるから行政のほうがいつまでもそれに甘える

ということですか。議事録を見てもらったら分かりますけど、１件当たり、具体的に言い
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ますと、３，０５０戸から９００円、２７４万５，０００円というのが稲枝の社協で集め

られているお金です。もちろん出しておられない家もございます。この部分がほとんど同

じぐらいの人件費として上がっているわけです。 

 私が申し上げているのは、もちろん組織的に一つの市に一つの社協しか法律的には無理

だということであれば、この９００円というのを今後、３０年も４０年もこの稲枝地区の

住民の方に自分たちは彦根社協には、いや、入って合併すれば別ですよ、それも一つの方

法ですよ。では、このまま９００円というのをそこの稲枝地区の人は出しなさい、自分た

ちで社会福祉活動をしなさいというように市は考えるのか、それともたまたま稲枝のほう

が市が何も言わなくても出して自主的にやっておられるので、このまま黙って続けるべき

だということか。これは市の姿勢です。僕は聞いているのです。僕は、もちろん９００円

というものを負担しなければいけない地域に入っているわけです。何年前かは知りません。

恐らく３０年か４０年であれば当然億のお金です。その地区の住民だけで９００円を負担

しているのです。 

 もちろん、先ほど言われました社協によっては自治会から何十万とか、あるいは１軒当

たりから２００円とか３００円というのは社協の活動費に充てられているわけです。私は

この人件費の部分について、例えばの話、監査請求によると不当なお金が使われていない

かどうかを監査してくださいというのと逆の立場ですね。本来は市が負担すべきであろう

ものを、１地区の地域住民がいつまででも負担しているのがいいのですかということを僕

は聞きたいのです。 

 もうこれ以上、ここで議論する気はありませんので、当然僕は継続審議としてお願いを

したい。今後、市としてはどのようにされるのか。一般住民のところから９００円、稲枝

地区の住民は市から何も援助を受けなくてもやっているのだと、極端に言ったらそうです

ね。市のほうも９００円、ありがたいことだ、１軒から出していただいて、自分たちの人

件費も出していただくと。普通に考えたら、活動費は別ですよ。人件費だけについては、

彦根市社協に今３名か５名かおられましたよね。稲枝は２名ほどおられます。臨時職の方

と１名と。その人件費を、この９００円という額で負担しているわけですね。きっちり金

額が合うかどうかは別で、理屈はそうです。私の言いたいことはお分かりになりますか。

今後、そのまま行政としてやっておられると。では、合併すれば市としては当然、これは

出さないといけない人件費だと思うのです。合併ということを考えれば。稲枝社協と彦根

市社協が一つしか無理だということなんでしょう。だから、法律的に彦根市社協しか認め
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られないと、稲枝社協は法律的に認められない組織という僕は理解をしているんです。そ

うすると、そこには人件費は出せないということですから、合併をすれば出せるのではな

いのですかと。だから、合併というのも一つの選択肢、あるいは合併しなくてもその２０

０何十何万については、彦根市社協は学区の総括か何をされているか、中の内容は僕は知

りません。しかし、少なくとも臨時職の方と本職の方が何人かおられて全体のことを、当

然事務から経理からされているはずなのですね。稲枝社協は、自分のところで１軒当たり

から９００円、半ば強制的に集めて、それを人件費に充ててされているということです。 

 私の言わんとしていることは当然分かっていただけたと思いますけれども、幾つかの解

決方法がありますが、非常に矛盾する点が多いので何とかこれは継続的に市としても考え

ていただきたい。以上です。 

○委員長 

 私の理解では、彦根市社協は一つしかできないということですね。稲枝のほうは学区社

協ですね。 

○福祉保健部次長 

 稲枝以外、全部の学区地区もです。 

○委員長 

 レベルが違いますね。市社協と学区（地区）社協。 

○福祉保健部次長 

 社会福祉法人であるということと、地域の自治会さんなり住民さんが自ら作り上げられ

たものがそれぞれの地区の社会福祉協議会ということになります。名前は一緒ですけれど

も、全く性質は違うものです。 

○委員長 

 したがって、市としては市社協の関係の方の人件費を含めて補助されているという認識

でよろしいですね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○委員長 

 学区のほうはそうではないと。 

○福祉保健部次長 

 はい。 
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○委員長 

 今言っておられるのは、稲枝の学区の社協さんのほうにも職員さんが雇われて、その人

件費が稲枝地区で集められている個別のお金から支出されているのはおかしいのではない

かと、多分そういうようなご発言だったと思うのですが、実態はどうなっているのですか。

私は認識をよくできないですが、そのあたりのところ、稲枝についてどういうような形で

市はかかわっていらっしゃるのか。人件費も含めてなのか、ちょっとよく分かりませんが。 

○福祉保健部次長 

 まず、市社協になぜそういった人件費を助成させていただいているかということですけ

れども、一つは彦根市の地域福祉、言えば自治会、住民さん、それから学区（地区）社協

を含め、ＮＰＯとかボランティア組織とかいろんな組織がありますが、その中で地域福祉

に関する事業を展開していただくための指導的役割をしていただくこと、推進役をしてい

ただくということを位置付けております。その関係がございますので、その推進していた

だく部署の者だけの人件費を助成させていただいています。他にも事業をやっておられま

すけれども、地域福祉に関する事業に携わっていただいている方の人件費を助成して、言

えば推進していただく組織の基盤を強化するということで助成させていただいています。 

 もう一方は、各事業に対する費用というのが、そういった地域福祉に関しての一部では

ございますけれども、地域福祉に関する事業として、学区（地区）社協さんがやっておら

れるサロン活動であるとか、高齢者料理教室であるとかの事業に対して、市としても地域

福祉の推進という形で助成しているところです。 

 もう一つは、学区（地区）社協と直接行政とのかかわりというのは、今までほとんどご

ざいません。自治会さんで例えれば、自治会活動、事務局を設けたいということで人を雇

われたとします、私の自治会でもそうなのですけれども、町民自体が負担をして人を雇っ

て活動されているということと同じく、私は学区（地区）社協というものを位置付けて考

えているところでございますので、言えば市社協と同じように位置付けていただくとちょ

っと誤解が生じるのではないかなというように思っているところです。 

 言えば、地区で必要な分だけをそれぞれ地域の住民さん等から会費を頂戴されて運営さ

れているということでございますので、そこへ行政が参入して、これや、あれやと言う事

ではないと考えておりますので、ご理解いただければと思っております。 

○委員長 

 整理をさせていただきますと、稲枝さんが家１軒当たり９００円集めていらっしゃいま
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すね。そのお金は人件費としては一切使っていらっしゃらないと。市としては。 

○福祉保健部次長 

 市社協のですか。 

○委員長 

 市から助成されていますよね。 

○福祉保健部次長 

 はい。人件費はございません。 

○委員長 

 関係ないですね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○委員長 

 ということなのですが。 

○副委員長 

 よく分かりました。理解できました。 

 それで、１市民としては、例えば稲枝に住んでいると、城東学区に住んでいると、城東

学区は一人１００円ですよと、２００円ですよと。人件費も、もちろん人数が多いとか活

動云々とかいろいろありますけれども、普通は自治会長さんの家であったり民生委員の家

であったり、特別に事務所も構えておられないはずですよね。 

○福祉保健部次長 

 はい。 

○副委員長 

 稲枝は、これはまた別の問題になりますけれども、稲枝支所の中に社会福祉協議会があ

りますよね。これはどういうことなのですか。稲枝とは関係ない。今、確かに稲枝の社協

というのは、要するに僕から見たら幻の団体です。法律的にも何にもない、自分のところ

が勝手に９００円集めてやっている状態だと。せっかくやっているのだから、彦根市とし

てはそれはやってもらえばいいではないか、金なんて出さなくてもいいではないか、２９

５万、人件費、助かるではないかと。彦根市全体でいったら、これは確かに２９５万はプ

ラスですよね。同じですよね。地区の住民にとってみれば、城東地区は集めてられないよ

と。確かに自治会から年間２万とか３万とか何万とかあって、あと１００円とか２００円
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とか集めているときもあるけれどもと言って、人件費なんて出していないよと。活動の人

件費は、もちろん事務所もないですし。でも、それを全部統括しておられるのは彦根市社

協ですよね。少なくとも学区とは別だとおっしゃいましたけれども、少なくとも統括され

ているのですよね。ですから彦根市社会福祉協議会なのですよね。統括する必要がなかっ

たら、彦根市社会福祉協議会など要らないですよね。全部地区の学区社協に任せてしまえ

ばいい。だから、稲枝だけ１軒当たり９００円とってやっておられるのだから、城東学区

も１軒当たり９００円とって、その中から人件費を出してやってくださいよと。 

 今言ったのは逆のパターンですよ。稲枝が出しているのだから、よその社協さんでもで

きないことはないでしょう。人件費相当分だけ自分ところで出してやりなさいよと。これ

も一つの方法だと僕は思います。 

 僕が聞きたいのは、市として今後、なおかつ言いましたように９００円、既に２０年払

われていたら、年間２７５万ですから６，０００万か７，０００万になりますか、そうで

すよね。これをずっと地元民が負担してきたわけですよね。自分のところで勝手にと言っ

たらいけませんが、一生懸命社協のことも自分たちの中から人件費も出してやっていただ

けると、彦根市としては大変ありがたいことです。僕はそう思うのです。 

 でも、このままこういう状況で、こういう会議で１市民からこのような意見が出た。こ

れから、なおかつ市としては甘えて、その人件費を地元で負担されてやっていくのか、そ

れともこれはやはり幻の存在だから市としては全然手を出さないということでしたら、地

元民としてこの９００円を、当然これ半強制的に今、各戸から徴収されております。多分、

３，３００幾つかくらい稲枝は今、戸数があると思います。当然、入っておられない方も

ありますし、今後増えていく可能性は多分少ないだろうと僕は思っております。 

 今後、方向として彦根としてはどのようにされるのですかと。どうしてもこれは自分の

ところでやってほしいと言うのでしたら、ここから離脱する人もいます。逆に今度、稲枝

社協からこの９００円を払っていないから、あなたは稲枝社協の会員ではないと言われた

時に、私は彦根市に住んでいますけれども、彦根市社会福祉協議会の会員ですか。僕がこ

の９００円を払わなくなったときに、彦根市社会福祉協議会の私は会員ですか。言ってい

る意味、御理解いただけると思いますよ。 

 意見が出たのは、ここまでは意見が出なかったけれども、各委員から出たのには、彦根

市の社会福祉を考える上で、これはやっぱり当然避けて通れないこれからの問題やと思う

んです。方向付けとして、もちろん時間も限られておりますし、市としては今度、どのよ



－ 14 － 

うに方向付けをされるのか、十分検討をしていただきたいということです。御理解をいた

だけましたでしょうか。 

○福祉保健部次長 

 先ほど統括されているとおっしゃいましたけれども、市社協が各学区（地区）社協を統

括しているわけではございません。それはちょっと御理解をいただきたいと思います。 

 もう一点は、市社協は会員というような位置付けではありません。れっきとした社会福

祉法人ですから、当然理事、評議員という形の一般的に社会福祉法人としていろんな介護

事業等を実施されていますので、そのような組織であると解釈をしていただいたらいいか

と思っております。 

 ただ、今のお話で稲枝さんが人を雇われて、その中、地域で会費を負担されて運営され

ているということは、私は非常にいいことだと思っています。人を雇っているからそこに

市が補助しないといけないというような議論ではないと私は思いますし、それはそれぞれ

の地域で御議論いただくべきことではないのかなと私は思います。それに行政がどうする

のかというような投げかけをいただいても、非常に困惑するようなお話であるというふう

に考えております。 

○副委員長 

 市としては、このままの状況でこれからもずっと行くというわけですね。 

○福祉保健部次長 

 現実としてはそうなります。 

○副委員長 

 ということは、ここで話していても継続されたり、あるいはそのことについて市として

は全体として考えようということは全く無いわけですね。 

○福祉保健部次長 

 そうですね。人件費を補助することはないと考えております。現時点ではそうです。 

○副委員長 

 分かりました。僕はこのままではちょっと納得いかない。 

○委員 

 すみません。よろしいですか。 

○副委員長 

 どうぞ。 
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○委員 

 個人的なこともあると思うので、この委員会でどこまで言っていいのか分からないです

けれども、とりあえず確認とちょっと聞きたいことがあります。 

 要は、彦根市と稲枝町が合併する前にはそれぞれに社協があったのですか。 

○福祉保健部次長 

 そうです。 

○委員 

 それが合併したわけですね。その時に、稲枝町の社会福祉協議会そのものが彦根市とい

う一つの行政区となったため、その中の社会福祉協議会としては一つになるので、稲枝町

にあった社会福祉協議会そのものの立場が、いわゆる行政の中の社協福祉協議会ではなく

なった。だけれども、そこにはそういう機能もあるので、稲枝地域の社会福祉協議会の機

能として、そのままそこが活動を継続されてきたというようなニュアンスでよろしいので

しょうか。 

○福祉保健部次長 

 そうです。 

○委員 

 その時、今おっしゃっている、一方では稲枝の社会福祉協議会はその立場がそれまでと

変わった段階で、聞いていて気になったのですが、稲枝支所の中に社会福祉協議会の事務

所があるのですか。 

○福祉保健部次長 

 置いておられます。 

○委員 

 彦根市の施設の中に事務所を置いているということですか。 

○事務局 

 その団体が一定部分をこういう目的のために使いたいということで。 

○委員 

 他の学区社協さんも彦根市にお願いをすれば、彦根市の市役所内なり、施設の中に社会

福祉協議会の事務局は置くことが可能なのですか。 

○事務局 

 一概に全部がそうと言い切れるものではないです。 
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○委員 

 ですので、先ほどの説明でそれぞれの学区社協と同じ、いわゆる任意団体としての位置

付けに稲枝の学区社協も変わりましたとなった時、副委員長がおっしゃりたいのは、彦根

市の稲枝支所の中、彦根市の組織内に事務所があるのに市とは無関係であるというのはお

かしいような気がしているのだと思うのです。僕も今聞いていて思うのは、それならそれ

で他と同じ一律の扱いをきちっと市として扱わなければいけなかったところを、そのまま

何となく昔の稲枝町であったときの社会福祉協議会の組織なりあり方をそのまま残してし

まったがゆえに起こっている問題ではないかと。実際に問題が起こっているどうかは分か

らないですが、副委員長がおっしゃっているのは、そこの部分ではないかという気がする

のですが。 

 そこで、僕が今聞いていてちょっと不明なのは、なぜ彦根市はその場所を稲枝の福祉協

議会にだけ、他の福祉協議会とは違う扱いにして場所を提供しているのかというのは少し

疑問がありますし、それはお答えいただきたいと思うのですけれども。 

○福祉保健部次長 

 すみません。支所を貸しておられるという話については私ども福祉保健部の所管外でご

ざいますので、福祉保健部からはお答えいたしかねます。 

○委員 

 つまり、やはり稲枝社協は社協とはちょっと色合いが違うということをおっしゃってい

るのでしょうか。 

○福祉保健部次長 

 成り立ちについては当然おっしゃった通りだと私も理解はしております。 

○委員 

 そこを整理してないままやっていることが、ちょっとおかしいと思うのです。 

○副委員長 

 管轄外ということですので何なのですが。ちょっとうがった見方をすれば人件費は出せ

ないと。代わりにここを使ってくれればいいではないかと、人口も多いのだし、３，４０

０世帯もあるのだからと、なあなあでなっているとしか思えないのですわ。１市民が普通

に聞いたとするとですが。 

○委員 

 ９００円はともかく、稲枝社協の管轄している人たち内で、それこそ値段を減らすなり
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少なくするという議論は、そっちの社協の話でしていただければいい話だということが市

の立場なので、それはよく分かるのです。逆に言うと、副委員長もなぜ人件費が必要で、

我々のところだけは９００円必要なのかという議論を市にではなくて稲枝社協にしないと

いけない話でもあるとは思うのです。 

○副委員長 

 いや、でもそれは違いますよ。彦根市社会福祉協議会というものがありますので。 

○委員 

 ですので、それは関係ないですよ。 

○副委員長 

 違いますよ。たまたま僕は稲枝に住んでいるだけで９００円という、要するに人件費ま

で負担しなくてはいけないわけです。 

○委員 

 いえ、それは稲枝の社会福祉協議会に対して払っているわけですよね。 

○副委員長 

 そうです。僕は城東地区に住んでいたら人件費を出さなくても同じサービスが受けられ

るわけです。 

○委員 

 稲枝社協がされている活動は、他の学区よりももしかすると充実しているのかもしれな

いので。 

○副委員長 

 中の活動云々は問題ないんです。僕は人件費だけに対して言っているんです。中の活動

は５００円出そうが、２，０００円出そうが、ものすごいサービスをしたいと思われるの

だったら、それはすればいいと思います。 

○委員 

 それは稲枝の社協が管轄している範囲内の住民と稲枝社協で話し合われることではない

のかというのが市の立場だと思うので、それを僕は一定理解できるので、それを今ずっと

ひたすら言い続ける話だと終わらないので、そこではなくて、逆に彦根市は全く関係ない

と言いながら、なぜ稲枝支所の中に事務所が構えられているのかということは、一定彦根

市側も、このことに関して言えばちゃんとしておいたほうがいいんじゃないかなと思うの

です。それは逆に他の社協さんが、何で稲枝だけ彦根の施設内で事務所があるのかと言わ
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れたときに説明ができるのですかと。 

○副委員長 

 それは市としては簡単なことですよ。稲枝は人件費を出しているから置かしているのだ

と言って、他の学区の城東学区とか旭森学区に説明はそうすればつくのではないですか。

人件費は自分のところで出していただいているのだから、しかも稲枝は、３，０００幾ら

もあるから場所がやはり必要だから支所の中を借りてもらっているのだと。他の城北学区

とかそういうところは人数も少ないですよと、別に社協は自治会長が兼ねてやっていると

ころもあるし、事務所まで構えなくてもできるでしょうと。稲枝は大変なんですよ、だか

ら人件費は自分のところで負担しているから市としては貸しているだけですよと、僕が市

の職員ならそういうふうに答えます。 

○事務局 

 出発点はそういうことだったかもしれません。ただ、分かりませんけれども、その施設

の一部をお貸しているその事実はあります。 

○副委員長 

 貸しているのではないですよね。貸すというと稲枝社協さんから幾らかもらっているん

ですか。ただですか。 

○事務局 

 ちょっとそこは確認しないとわかりません。 

○副委員長 

 ただなら、彦根市としては当然貸しているわけですからとらないといけないわけですよ

ね。 

○事務局 

 当然、これだけのスペースをこれだけの期間、多分何年か更新更新ということで来てい

ると思いますけれども、それはその都度市のほうに申請をされて、そして許可を得てお借

りいただいているという状況だと思います。 

 行政そのものという観点で見れば、当然建物は行政の建物だと。もともとは彦根市も稲

枝町とか何々村とかそれぞれ過去あった中で、最終合併して一つの彦根市になっていった

と。そこで、その地域地域で行政の職務というのは当然あったわけですが、その一部を今、

稲枝支所であったり、他には出張所もですし、それは当然市の職員が行っているわけです。

今回の社協さんの場合はそれと、そこはもうご理解いただいていると思いますけれども、
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全くイコールのものではないと。さっき言いました社会福祉のためのそういった協議会と

いう行政そのものではなくて、そういった団体に、こういう理由でこれだけの場所を貸し

てほしいという申請があって、それが許可をもって借りておられる。無償だったか有償だ

ったか、ちょっとそこは今、分かりませんけれども。 

○委員 

 少し行政のほうで考えていただくと、合併の時であれ、機能をちゃんと統合して彦根市

の社協として、逆に言うと、稲枝町でやっていた社会福祉協議会がもともと行政の中で稲

枝町のときにやっておられた機能をちゃんと彦根市のほうで吸い上げて、一緒に統合して

いれば、僕はあんまり問題がなかったのかなという気がちょっとするのですよね。その時

にそこの機能をそのまま使う、でも立場は違って機能は本来違うのにそのまま、逆に言え

ばそこを整理しておけばこんな話にならなくて、他の学区と同じように稲枝は稲枝の学区

の社協として新たにちゃんと組織として作っていただいておれば、その今の話はなかった

と思うんですね。僕はそこはその時にちゃんと機能を統合しなかったという部分はあるの

かなという気がするし、それは副委員長のもともとの根底にあるんだと思うのですが、こ

れ以上、余り感情的な話をしてもしょうがないかなと。 

○福祉保健部次長 

 確かに１９学区の中で、稲枝というのは過去の経緯も多分あると思うのですけれども、

言えば一番活動が進んでいる地域と言っても過言ではないと私は思っています。 

 もう一つは、先ほど人件費という話になってしまいましたけれども、各学区で計画を作

っておられる最中でございますので、稲枝も今年中に策定されると思っております。その

中で地域福祉活動というものが、例えば自治会や学区（地区）社協さんなどで構築されて

くる中で、出来上がった事業としての部分に市として支援をしていきたいという考え方は

十分持っております。それは地域を指導していただいたり、取りまとめていただいたり、

コーディネートしていただける市社協を通じて助成をしていって、活動を広げていくとい

う考え方のほうが、非常に整理がしやすいと考えておりますので、このような方向で考え

ていきたいと思っているところでございます。 

○委員長 

 なかなか溝が深いと思いますが、行政側としても、今、委員がおっしゃいましたけれど

も、歴史的に見てかなり問題があるようなところも考えられますので、そのあたりを行政

としても整理をしていただく必要があるのかなというふうに思います。その上で、稲枝地
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区のほうも、多分これは学区の社協ということで説明いただいて、９００円の問題は学区

のほうで議論していただくということもあるでしょうけれども、市としては今おっしゃい

ましたように事業への支援という形で助成をされているというように、ご理解させていた

だいてよろしいでしょうか。 

 また、いろいろと不明な点もあろうと思いますが、一応外部評価結果の報告書に何らか

の形でまとめなければいけませんが、継続審議ということではちょっとと思いますが、一

応そういう形で行政側の課題、それから稲枝地区での課題ということで、両論併記という

形でまとめていただけると、そこから問題点が出てきていいのかなと思いますが、そのあ

たりでいかがでしょうか。 

 他に、この件につきましてご質問、ご意見等ございませんか。 

○委員 

 これまでの評価が少し低かったということで、今後どうするかということで今回、昨年

の評価の部分でもう一度、そのことを検討していただいて今日来ていただいているという

意味では、正直、ちょっとこの地域福祉活動計画を各学区ごとに作っていただくというの

が今後しばらくの中で変化する一つの大きなところで、それを中心に福祉政策を進めてい

くことで、これまで不十分だったことが少し有効になるのだろうという見込みを立ててい

ただているというように受け取るのですが、正直、地域福祉活動計画が策定された時点か

らそれがなかった時点との変化というか、どういうところが強化されて、どういうことを

進めていこうかという行動計画的なところで指標なり、次のステップでというところがち

ょっと見えなかったので、具体的に持っておられるかもしれないですし、なければ、ぜひ

そういった、例えば民生委員さんの数が少なくなっているという問題はずっとあるわけで

すよね。ここに書いていただいているように、自治会とも協力をお願いしつつと。もちろ

ん、今までだってしてもらっているのではないかなという気もしますし、何となく、今ま

でももちろんやってなかったわけではなかったにせよ、でもできていなかったことを次、

実現しようとしたときには、何かそのやり方を変えるなり、あるいは指標を変えるなりし

ながら、ちょっと１歩前進ということが見えてこないと、また来年あるいは今後の施策調

査、こういうチェックを受けたときにも、何か余り変わらないような不安もしていて、そ

ういう意味では具体的に民生委員さんの数を具体的に増やすための努力をしてみようとか

という方針を掲げていただいて、それに対して具体的にはどういう取り組みをしないと増

えていかないかなというような少し落とし込みというか、ふわっととしたというか、大論
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には大賛成だし、よく分かるし頑張ってくださいと思うのです。でも、結局、今まで大論

だけでやってきたがゆえに、結果がずっと横ばい、あるいはそれがずっと下がっている、

毎年毎年検討します、協力、連携して頑張りますと書いていただいていることが続いてい

るのが、この評価がどうしても上がってこない一つの要因ではないかなと思いますので、

ぜひそのあたりで少し具体的な行動指標というか計画の中で、目標を立てていただくとい

うことまでしっかり落とし込んでいただかないと、計画を作りました、だからうまくいき

ますというのを言っていただいて、結局また何年後かにチェックしたときに、うまくいき

ませんでしたと何かなってしまいそうなおそれをちょっと感じたので、ぜひそのあたりを

していただきたいと。 

○委員長 

 意見でよろしいですか。 

○委員 

 すみません。意見です。 

○副委員長 

 歳末助け合い運動とか赤い羽根の募金とかありますよね。 

 あれは稲枝学区で集めたお金は稲枝で使われているのですか、それとも彦根市で全部集

めたものを合算して、それで支援が欲しい団体とか、今年はこういうところとかというよ

うに配られているのですか。 

○福祉保健部次長 

 市社協の中だったか、その辺は私も明確ではないのですけれども、共同募金委員会とい

うものを別途立ち上げておられますので、市社協の会長さんではない方が委員長としてお

られる組織が確かございまして、その共同募金委員会の中で一旦取りまとめされます。取

りまとめされたものについては、共同募金委員会でいろんな団体に分配されて使っていた

だいているということは聞いておりますが、詳細までは分かりかねます。 

○副委員長 

 例えば、稲枝なら稲枝で共同募金を集めたのを稲枝学区の中から集めただけに使われて

いるのか、それとも市とか街頭募金ももちろんありますでしょうし、全部合算して、ある

いは必要なところとか要望があるところとかに、普通はそういう分散の形を僕はとってい

るのかなと思うのですけれども、ちょっと確認をしたいんです。稲枝、相互扶助の強いと

ころですので、社協さんが中心になって集めるか分かりません、自治会が中心になって集
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めておられるのかもわかりませんけれども、集めたお金は稲枝の中で分配しようというこ

とは当然考えられる話ですので、今、即答できなければ、次回でもよろしいので、どのよ

うにそのお金がされているのか。 

○福祉保健部次長 

 私、全て分かっているわけではございませんので、それについてはまた後日回答させて

いただきます。 

○委員長 

 私から１点、すみません。総括評価のところで、福祉バスの運行のところですが、２７

年度から２年間の有期制度として新しい制度を導入されていらっしゃるということですが、

これに対しては、いわゆるバス会社からは好反応であり、また利用しやすい制度というよ

うになっていますが、では、年度がかわってまだ２カ月余りしかありませんけれども、利

用される側の意見というか、どういうような反応でしょうか。 

○福祉保健部次長 

 ４月から７月の途中ではございますけれども、昨年とほぼ同じ２７団体から要望をして

いただいております。言えば、前は福祉バス、配車という形の中で利用時間を守ってくだ

さい。８時半から５時１５分までの中で利用してくださいねとか、あるいは日曜日、祝日

の利用はできません、あるいは極端に言いますと年末年始を含めて利用できない、それが

例えば利用される人数によりまして、バスの大きさも限定していたわけです。そういった

利用の制限を一杯かけておったものを今回、ほとんど撤廃させていただいて、今ですと往

復２００キロ以上は使えないということも規制をしていたのですけれども、それも撤廃し

ましたので、ある程度遠方にも利用していただけるし、逆に言うと、そういう時間制限が

ございませんので、そういう意味では利用者からは利用しやすいものという形ではなって

ございますので、説明段階の中からもいわゆる苦情といいますか、今の２７団体、これか

らでも申請を受けて相談を受けたりしておりますけれども、その中で苦情を聞いているも

のは一切ございませんので、今のところは利用に関して非常に使いやすくなったというこ

とで、旅行会社でも頼めるようになりましたので頼みやすくなったと、実はこういう活動

をしたいのだけれども行程を組んでくれというようなことでは、旅行会社であるとかバス

会社に頼んでいただいて、行程も含めて作っていただいて、それに合わせて行かれるとい

うような形になってございますので、非常に利用しやすくなっているという状況です。 

○委員長 
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 関連してですが、今後、２年を過ぎた後に、移動を主体とするバスへの補助というより

も、個別施策として各団体に補助をされるというように書いています。となりますと、今

しておられるようなバスを利用するということはもう２年で終わりだというふうに理解し

てよろしいですか。 

○福祉保健部次長 

 バス自体への補助といった方法はやめようと思ってます。福祉活動をされる団体への補

助というようなあり方を根本的に見直したほうがいいと思っています。今の状況の中でい

ろんな協議会さん等の団体は、言えば現状で対応できるというような話ではあれば、それ

以上、支援する必要もございませんし、あるいはもうちょっと支援して欲しいなという話

があれば、そこら辺をどうするかということを補助総額の中で考えていただくというよう

な思いで、見直しを検討していただく方向で進んでいると御理解いただければと思ってお

ります。 

○委員 

 今の関連なのですけれども、補助金制度に変えられたということなのですけれども、自

己負担率というのはいかがですか。 

○福祉保健部次長 

 負担率といいますと。 

○委員 

 ２７団体が昨年に引き続き利用されるということなのですけれども、昨年利用されたの

と今回補助金で利用されたのと負担率というのは何か変わったのでしょうか。 

○福祉保健部次長 

 負担率といいますか、以前は最高、大型バスで１団体２万円が負担の上限で、５，００

０円、７，５００円、１万円、１万５，０００円、２万円という区分で利用者から負担金

を徴収させていただいて、市からは利用されたバス、例えば走行距離とバスの大きさで委

託単価が上がりますが、バス会社からの利用報告により１台当たり１０何万という運行委

託料をバス会社に支払っています。当然走行距離などによってバスの委託金額は変わる方

法で運行していたものを、そうではなしに１台借りられているバスについて、バスの形状

は別として上限６万円として１台当たり補助しましょうという制度に変えさせていただい

たということです。ですから、平成 27 年度からは利用者から市に負担料を頂戴している

ことは全くございません。 
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○委員 

 いえ、そういう意味ではなくて、実際に利用されたときの利用者の負担率というのはど

う変わったのですか。 

○福祉保健部次長 

 負担率ですか。以前のやり方でやった場合には、補助金に換算した場合大体７０％から

９５％ぐらい市が負担していました。それが２分の１という考え方になっているものです。 

○委員 

 分かりました。 

○委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、時間が押しておりますので、これにてコード番号「３４１ 支え合いのまち

づくりの推進」の審議を終わらせていただきます。今回審議いただいた内容につきまして

は、要点をまとめて、各担当課から提出いただいた資料とともに外部評価結果報告書に記

載していただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

【３４３ 高齢者支援の推進（振り返り）】 

○委員長 

 それでは次の施策、コード番号「３４３ 高齢者支援の推進」に移らせていただきます。

担当部署よりご報告をお願いいたします。 

○福祉保健部次長 

 それでは引き続きまして「３４３ 高齢者支援の推進」でございますが、担当所管は介

護福祉課でございます。 

 まず、総合評価いただいている部分でございますけれども、平成２７年４月から介護保

険制度が改正されております。それによりまして、地域支援事業の見直しが行われており

ますので、今後は介護予防事業を中心により効果的な事業内容となるように見直しを図っ

ていきたいと考えているところでございます。今年、本年度４月から新たに介護福祉課か

ら別途、医療福祉推進課を立ち上げさせていただきました。これはくすのきセンターに所

在しておるのですけれども、今、保健師、医療担当者を含めて組織をさせていただいてお

りまして、その中で介護予防、日常生活支援といった部分を今、検討させていただいてい

る最中でございます。この医療福祉推進課というのは、地域包括支援センターの関係であ
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るとか、あるいは介護予防事業の普及啓発、認知症対策、在宅医療の推進を担当しており

まして、今現在、平成２９年度の実施に向けて彦根版の総合事業のあり方を検討して、こ

の１０月から稲枝学区と城東学区の２カ所でモデル的に事業を始めるということで、その

準備をさせていただいているところでございます。 

 それから、会議における意見等でございますけれども、緊急通報システムの関係でござ

います。インターネット環境等のご意見を頂戴しております。 

 ただ、高齢者の独り暮らしであるとか高齢者のみの世帯には、まだまだインターネット

の環境というのは十分に普及していないという状況でございますので、既存の使いやすい

システムを今後使用していきたいと考えているところです。当然ながら、これからＩＴに

精通された高齢者もどんどん増えてくるというように考えておりますので、そういった部

分では目標値については今後も見直しが必要と考えているところでございます。 

 次に、その他委員会での質問の中の老人クラブの補助の関係でございます。老人クラブ

の活動と言いながら、健康、友愛、奉仕の三大理念の取組が行われているところでござい

まして、高齢者の生きがいを高め、健康づくりを進める活動であるとか、あるいはボラン

ティア活動を初めとした地域を豊かにする自治活動に対して支援をしているところでござ

いまして、その実績が一つの目安であるというように考えているところでございます。 

 ただ、２０２５年問題を考えましたときに、元気な高齢者にはできれば「支えられる

側」から「支える側」に回っていただいて、地域の担い手として活動していただけるよう

期待しているというところでございます。 

 そういった意味で地域での高齢者の出番作りであるとか居場所づくりという観点からも、

今後も継続して補助をしていきたいというふうに考えているところでございますが、今後

見直しも必要だというふうに考えているところでございます。 

 次のページに移りますけれども、有償サービスも拡張すべきということがございます。

これにつきましては、第６期の計画等に基づきまして施策を展開していくという上では、

各種事業を持続可能なものとする必要があるというふうに考えていまして、費用負担の公

平化の視点を持って効果的な施策となるように取組を進めていきたいと考えております。 

 また、各種事業の啓発につきましては、対象者に案内文を送付する際に、分かりやすい

案内を同封するなどして、啓発等を図っているところでございます。 

 それから最後の質問でございますけれども、市内で活動していただいている民間の事業

者あるいは彦根警察署および本市の三者が連携をいたしまして、この４月１日から彦根市
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高齢者安心・安全ネットワークを構築させていただきました。多分、新聞等でも報道され

ましたので御存じというように思っておりますけれども、こういったものを構築しまして、

支援を必要としている高齢者の早期発見であるとか、早期対応、高齢者被害の未然防止等

に取り組んでいきたいと考えているところでございます。 

 次に、妥当性および効率性で低い評価となったものに対する意見でございます。 

 まず妥当性でございますけれども、第６期の計画等に基づきまして施策を展開していき

ますけれども、健康管理につきましては高齢者保健福祉協議会において定期的に行ってい

るところでございますし、今後も効果的な施策となるように取組を進めてまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 それから、効率性でございますが、地域支援事業の見直しによりまして、予防介護を中

心に、より効果的な事業内容となるように見直しを図っていく必要があるというように考

えております。先ほど総合評価の中でも申し上げましたが、彦根市版の総合事業を構築す

るということで、今、先進地に視察に行ったりしながら、その体制といいますか、その事

業の形づくりを今行っているというような状況でございます。 

 以上でございます。 

○委員長 

 それでは、ただいまの報告に対しましてご質問、ご意見等ございましたらご自由にお願

いします。 

○委員 

 項目２ページ目の最後に、地域支援事業というものがあるのですが、これはどういった

事業なのでしょうか。具体的なこのような施策があるということですか。 

○福祉保健部次長 

 地域支援事業というのは、いわば国のほうで今、介護保険制度の改正によりまして作ら

れています、言えば総合事業の位置付けになってまいります。 

○介護福祉課 

 介護保険制度がございまして、その中に予防給付事業だったりとか介護給付事業だった

りとか、幾つか介護保険制度の中にメニューがある中の一つに、地域支援事業というもの

があります。その中身といたしましては、基本的には市町村独自で行っていけるような事

業、うちの場合ですと地域包括支援センターもそうですし、介護保険の国がやっているこ

とを地域が独自でできるのですよ。それが地域支援事業という形になります。 
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 主なものにはこういう助成事業があるのですけれども、そういったものは彦根市独自事

業でやらせていただいていますし、高齢者の介護予防推進事業というような形で、高齢者

の方がスポーツ教室等に通われて、それの助成事業というのもあります。 

○委員 

 これは助成が中心ですか。個々の受給者というと変ですけれども、対象者に対する金銭

的な助成が中心になるような。 

○介護福祉課 

 配食サービスという形でやらせてもらっています。お弁当、お昼ですけれども、昼食を

配達させてもらって栄養改善を図るだとか安否確認を図るという部分にもなってきます。

当然、利用者負担もありますし、一部行政が負担しているというものが財源のほうで賄っ

ている部分の多くが助成的な部分が事業としては多いということです。 

○委員 

 緊急通報システムの件です。既存のシステムは高齢者には使いやすいので見直す予定は

ないというような記述になっているのですけれども、恐らく大分環境が変わっていると思

うので、それは全体にそのとおりなのですけれども、やはりここはもう少し柔軟にシステ

ムそのものを見直していただく必要があるのではないかなと。 

 例えば、ドコモさんでもソフトバンクさんでも、こういう緊急連絡用のシステム、月額

何百円という形で出されていると思うんですね。 

 ところが、市の今の話では多分固定されたシステムだと思うので、移動された対象者の

方には提供されないということもあると思いますので、そこはちょっと見直していただく

必要があるのではないかなと。仮に目標値を上げていただいても多分増えないんじゃない

かなと思いますので。 

○介護福祉課 

 ご指摘のとおり、インターネットでの環境づくりとか整備も大分進んできまして、各家

庭にも進んではきているところというふうに思っています。 

 ただ、実情といたしまして電話回線の調査もうちでさせていただくのですけれども、な

かなかインターネットをつなげていらっしゃるというご家庭は、どうしても独り暮らしの

方、高齢者のみ世帯につきましては非常に少ないというふうに現状は思っております。 

 ただ、携帯電話につきましては、比較的に皆さん、使い勝手がいいということで普及が

進んでいるかなと思っております。 
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 そういった中で、民間事業者の中で独自で携帯電話を使ったサービス等をされているわ

けなのですけれども、そこは棲み分けというのはないですけれども、各自でそういったツ

ールも必要であればお申し込みがいただけるというふうな認識をしています。ただ、末端

というか、一番下の部分で電話回線のみの方を行政として支えていかないといけないなと

いう思いも持っておりますので、そういった部分で選択肢は幾つか出てきているという認

識はございます。 

○委員 

 もちろん個人が自分の責任でもってそういうことをやっていくということは必要なので

すけれども、市の施策としてこういうことをやっているというのは、こういうことができ

ないからこぼれないようにということで施策を実施されていると思うので、電話回線がと

か携帯がとかそういうお話ではなくて、どういう形のシステムが独居の高齢者の方らにと

って有意義なのかというのを、もう少し研究していただきたいなという素直な感想なので

す。本当に今、４００円ぐらいで見守りというか、単にブザーを押したら場所が分かると。

ただ問題はその飛び先ですよね。例えば、身寄りのない方というのはどこに連絡するとい

う話もありますし、そういう人を含めて緊急連絡先などから市のセンターであるとか、そ

ういう大きなシステム的な考え方も考慮に入れた、単に手段を指摘しているわけではなく

て、そういうシステム的なことをどうお考えか伺いたい。 

○介護福祉課 

 現在のシステムですと、民間の事業者にセンター業務を委託させていただいています。

電話回線一つ、電話機一つに、固定式とペンダント式という形で、ボタンを押されれば、

そのセンターに受信されます。ここにつきましては２４時間、３６５日対応という形にな

っておりまして、そこから状況に応じて救急車を要請されたりします。併せて協力員とい

う方を地域の方、３人設定していただいた上で設置させていただいておりますので、セン

ターから協力員、３人の方に連絡が行って地域の支え合いということも、このシステムの

中では担わせていただいているという形になっていますので、どうしても地域のつながり

が薄くなってきているという部分はあるのですけれども、こういった機器を使う中でまた

地域の支え合いも強化していただきたいなという思いを中には持っているところでござい

ます。 

○福祉保健部次長 

 いろいろな制度の部分が出てくると思いますので、当然ながらそういった部分は必要に



－ 29 － 

応じて、おっしゃっていただいたとおり検討させていただいてよりよいものを提供させて

いただくという形は考えております。 

○委員 

 老人クラブの加入率、減少傾向にあるのはなぜなのかというのと、加入が減ってきてい

るから補助が問題とされていると思いますが、加入を増やすというのは難しいのですか。 

○介護福祉課 

 老人クラブの加入率が減っているという部分は彦根市もそうですが、全国的にもそうい

った動向になっております。これにつきましては、やっぱり会員さんが高齢化されている。

どうしても高齢者の中で若い方がなかなか入ってこられずに、会員の構成自体が高齢化し

てきてしまっていて、なかなか活動がしにくくなってきているであるとか、役員の担い手

が少なくなってきているというのが現状です。それでいかに若い方に入ってきていただく

かという部分が議論にはなってくるのですけれども、なかなか最近ですといろんな活躍の

場が出てきていると。サークル活動であったりとか趣味の活動であったりとか、どうして

も老人クラブに入ってしまうと縛られたりという部分も中には出てきてしまいますので、

これは時代の流れ的な部分も出てきているのですけれども、老人クラブは地域で活動され

る、地域を支えていただく貴重な団体だと思っていますので、いかに減少に歯止めをかけ

ていかなければいけないかというようには認識させていただいております。 

 そういった中で彦根市には老人クラブ連合会という彦根市全体をとりまとめるところが

ございます。現在、こちらの方と幾つか、先ほど地域支援事業、新しい総合事業といった

話もあったのですけれども、そういった部分も含めて元気な方には、今まで支えられる側

だったのですけれども、支えていただく側、支える側に回っていただけるような形に何と

か方向転換していって、何とかメリットを出していきたいなという形で、老人クラブ連合

会とは幾つか話し合いの場を持たせていただいて、協議を進めさせていただております。

今後、平成２９年、新しい総合事業が始まるのですけれども、そこを目指して老人クラブ

連合会と話し合いをしながら、何とか改善の方向につなげていきたいというようには考え

て今、進めております。 

○委員 

 僕も加入率が減っているという問題意識もあって、その原因も分かっていて、今、委員

がおっしゃられたように、では、加入率を上げる努力としてというところで、具体的なも

のがない中で、そこでの補助は大切なので続けますという何か論調というか、進め方に素
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朴に疑問が起こるのです。結局、これは全てにかかわることですが、現状、今までやって

こられて、もちろんその難しさがあって、そんなに簡単にすぐに何か解決できるわけでは

ないという意味では、地道にやっていただかないといけないのは分かるのですが、そもそ

も行政評価委員会というところで、市民の目線からこれ、もうちょっとおかしいんじゃな

いのということを我々が言う立場としてここにいるわけで、それに対して一旦は皆さんの

言っていることは分かりますということだけは言っていただいて、でも実際の事業なりと

いうところは、結局、これは全て現状維持というか、これまでどおりやらせてもらいます

ということのように答弁がずっと聞こえるのですね。最終的に、より効果的な施策にする

とおっしゃったときに、より効果的の効果というのは何に対して、どういう指標を持って

きて、何を彦根市は目指しているのかというところが例えば我々は聞きたかったりするの

です。ただ、そこら辺は、もちろんどれか必要のない施策があるわけではないのは分かる

のですが、選択と集中であったり、もう少し彦根市としての重点項目があったりというと

ころがあってしかるべきかなと思うのですが、どうしても福祉というところは手厚く広く

ということで、老人クラブに対して、では、これで老人クラブやめてもう少し若い層の人

たちのやっておられるクラブに支援しようとなったら、老人クラブの方々は何で自分たち

のお金がなくなるんだ、おかしいではないかと言われる。税金だからそれはしづらいだと

かは分かります。でも、限られたお金なり物の中で、そこを彦根市としてはこういう方で

いきたいと。それで言うと、今の場合で言えば、もう高齢になっている方々、いなくなっ

ている方々の支援をしたいというように聞こえるわけです。我々としてはそう聞くわけで

すよね。 

 でも、一方ではその次の段階の人たちが本当はいるわけです。その人たちのことをどう

捉えるかといったときに、そこは幾つかのチャレンジというか、あってしかるべきだと思

いますが、結局それでも老人クラブへの助成というか支援は続けますということでは、こ

れは去年も一昨年も僕はずっとやってますから、何となくずっと聞いている答弁と何ら変

わってなくて、結局、それが評価がなかなか上がってこない原因の一つなのだというよう

に認識をしている中で言うと、今回、上げていただいた中で言えば、例えばその他の委員

会での質問のところで、妥当性および効率性で低い評価となった意見の上の部分ですよね。 

 例えば、交通事故等を未然防止する取組が開始されたとか、これはすごく大事なことで

すよね。もうちょっとそういうことをきちっと、では、それに対してこういうことを新た

に取り組んだとかというところをもう少し抽出をしながら、もちろん全部はできなくても
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いいので、もう少しそのあたりを実際、こういうように変わっていっているとか、こうい

うようにしましたというところが見える形で表現していただけると、我々も、ああ、なる

ほど、これについては１年間の、あるいはこの５年間のやってきた中で変化したんだなと

か、あるいはこれが付け加わったんだなというのは分かるのですが、何せ全部が考えます、

検討します、考えています、より効率的なすばらしい施策にしたいですとかという決意表

明は分かるのですけれども、そればかりだとちょっと物足りなくて、せっかく今日もこう

やってわざわざ去年の施策の中から来ていただいているという意味では、そのあたりを少

し意識していただけるといいなというように思います。 

○委員 

 具体的な取組についてということなのですけれども、さっき老人クラブ連合会と市のほ

うで協議をしているという話が確かあったと思います。では、どういう協議をしているの

かとか、ここで出番づくりについて市のほうではどういう提言をしているのか、あるいは

老人クラブの連合会のほうではどういうことを考えているのか、そのキャッチボールの過

程が分かると、この手の報告書が生き生きしてくるのではないかと思います。そのあたり

を書いていただけると、今、委員がおっしゃったようなことにも対応できるのかなと思う

のですが、どうでしょうか。老人クラブ連合会と協議するというのは、どんな様子で進ん

でいるのでしょうか。 

○福祉保健部次長 

 今、話し合いを始めたばかりという状況もございまして、老人クラブ連合会の各地区の

代表さんを含めて、忌憚のない意見でどう思っているかということもなどの意見を出し合

っていただいている状況です。これは行政側からこうしたい、ああしたいということを言

うのではなしに、会員さんの方からどういう思いを持って今、活動されているのかという

部分のご意見を出していただいているところでございまして、今は現実として今、担当が

申し上げたようないろんな団体さんが抱えておられる問題点をそれぞれ述べていただいた

りとか、新たに場合によっては私どもはこういう事業をしましたよとか、こういうことを

やり出しましたよというような意見交換をしていただく方法で進めさせていただている状

況でございます。 

 ですから、その中で効果的なものが見つかってくれば、当然ながら皆さんのところでや

っていただくなりにして、会員獲得に向けて動いていただくということが見えてくるのか

なと思っています。福祉保健部では行政評価以外に独自で課題整理をやっておりまして、
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その中でも老人クラブのあり方、今後どうしていくのかということを、年４回、進捗管理

をしながらやっている最中でございまして、今は始めたばかりですので、これを今後定期

的に開催して、そういうとこら辺を議論していこうかという話が出ております。 

 もう一つは、先ほど申し上げたのは総合事業、介護保険の中での総合事業という中での

役割というのもが結構出てくるのではないかなと思っていますので、例えば医療福祉推進

課などと連携しながら、新たな魅力づくりとしてどういうものがあるのかなというところ

を議論しながら、本当に入ったらこんな魅力があったよというようなものが作れていくと、

魅力を感じた人は逃げていかないものと思っていますので、その辺を、これから作り上げ

ていきたいというふうに考えているような状況でございます。まだまだではございますけ

れども。 

○委員 

 老人クラブにこだわっているわけではないですけれども、今のお話でよく分かるのです

が、つまり市の姿勢というのがあるわけです。例えば、老人クラブの方々に助成をすると

きに、こんな簡単に決まらないと思います。ただ、ぱっと思うのは、例えば構成員の年齢

構成を少し下げられれば、その団体により多くの助成をしますよと行政が言えば、老人ク

ラブだって少しぐらい自分たちよりも若い人間を取り込んだほうがお金も補助してもらえ

るのであればやってみようかなという気になるかもしれません。 

 つまり、そういうことを行政がちゃんと指し示しながら関わっていかないと、皆さん、

どうぞ頑張って好きにやってください、行政はそれをサポートするだけなんですよ、我々

は何も言うことはないですよと言っているのでは、話し合いは何の協議にもならないです

よね。ガス抜きになるかもしれないが。 

 というときに、行政が比較的、もちろんこれやれ、あれやれではないにせよ、その方向

性を示していかないと、助成するのはせっかく行政がしようとしているわけですから、そ

したらそういう工夫があるかどうかということが行政の中で話し合われて、初めて老人ク

ラブとの協議が成り立つのだろうと思うのですよね。もちろん、そうしろとか命令するの

は難しいですよね。行政からこうしろ、ああしろというのも最近、何か向いてないみたい

な。協働しろとかボトムアップでみたいに言われているから難しいのは分かります。でも、

行政側がある程度そのメッセージを出していかないともたないですよ。細かいことですけ

れども、そういう老人クラブの加入率を上げるとか、もう少し若い人に参加してもらおう

と思ったときに、それは課題だとおっしゃるならば、では、そういう積極的な活動に老人



－ 33 － 

クラブの人たちがなるように持っていくのも、やっぱり行政の仕事だと僕は思うので、ぜ

ひそこら辺の議論をしていただければというふうに思いますし、それぐらいちょっと細か

いことですけれども、積極的に行政側からもそういう少しでも市民がよりよい方向に向か

うような働きかけということがあって、それを少しこういう施策の中にぜひ盛り込んでい

ただければと思います。 

○副委員 

 一応、継続してやるということで見直しも当然考えているという発言があったのですけ

れども、例えば、青年団体連合会の方が来られて、年間協議会で何百万も出ていると。僕

らは３万、５万の補助金をもらいに行くのに必死だと、こういう意見があったらもっと大

きくなります。少なくとも、僕らがそれを全体的に、いや、それは青年団の若い人にもこ

んなのがあるよと言うのだから、これほど苦言のような発言をあえてさせていただくわけ

ですけれども、僕は前から言っていますように、例えばグランドゴルフやゲートボールや

飲み会というのだったら、これは普通の趣味の会と一緒です。公民館活動で好きな者が寄

って自分で金を出して、三味線習おう、カラオケ習おうというのと一緒です。だから、は

っきり僕が言うのは、そこの地域でどういう社会貢献活動を、地域の伝承で年、二、三回

子供たちにわらじ作りを教えているとか、あるいは朝夕の立ち番に、立ち番という表現が

いいか悪いか分かりませんけど、老人会から２人ずつあそことあそこの角に行っていると

か。その活動実績が一つの目安であるということで、多分これは老人会に補助されていま

すけれども、活動実績とその予算の使い方を彦根は把握されているわけですか。 

全部、中身を把握されているのですか。例えば、城東学区の老人会にこれだけ補助し

ましたと。では、その活動内容の中で、これは地域のあれに貢献にしているなと。もちろ

ん、出番づくりだからグランドゴルフもゲートボールも悪いことはないです。でも、毎日、

老人会が１日と１５日以外の自治会の立ち番以外に老人会で立ち番をしているよとか、そ

ういう事業をやっておられるかどうかは、今、実績が目安と書いてあるのですけれども、

これは当然チェックできるわけですよね。今、上がっているとおっしゃったのだから。だ

から、チェックをされて、城東学区はこういうことを地域活動でやっているということに

ついては、これは僕は加入率の問題とは別ですけれども、いいと思うのです。 

 ところが、飲み会やグランドゴルフや何やかんやだけで地域活動をやってないところに

は、少なくとも補助金はだんだん減らしますよと、市もこういう状況ですからということ

はおっしゃってもいいと思います。以上です。 
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○委員長  

ご意見ですね。他にどうですか。 

では、コード番号３４３の高齢支援の推進につきましては、ここで審議を終えさせて

いただきます。今回審議いただいた内容につきましては、また外部評価結果報告書への記

載をよろしくお願いいたします。 

 

【３５１ 健康づくりの推進（振り返り）】 

○委員長 

 続きまして、「３５１ 健康づくりの推進」につきましてご説明をお願いいたします。 

○福祉保健部次長 

 「３５１ 、健康づくりの推進」でございます。施策担当課は健康推進課でございます。 

 まず、総合評価でございます。がん検診でございますが、本市の死亡率の１位というの

はがんによる死亡という状況でございまして、県内他市と比べましてもがん検診の受診率

が低いというような状況がございます。本市としましては、一人でも多くの市民に受診を

していただきたいということがございますので、そういったところから目標につきまして

も実現可能な数値として掲げているというような状況でございます。 

 今後、この目標でございますけれども、委員よりご指摘がございましたが、委員のご意

見等を参考に指標の変更を行う予定をしているところでございます。 

 それから、続きまして会議における意見等でございますが、まず一つ目、訪問健康診査

の関係でございます。本件については広報等で周知しているところでございますが、対象

としましては４０歳以上の寝たきり等で外出困難な人ということで実施をしているところ

でございますけれども、現状としましては主治医がいる方は既に主治医のほうで管理をさ

れているとか、あるいは障害福祉サービスとか介護保険サービス等の移動サービスの業者

につきましては、健診医療機関に出向くことが可能であるということで、必要性が非常に

低いというような状況になっているというのが現実でございます。 

 ただ、該当者があった場合のことを考えまして、現状としてお一人分の予算をみている

というのが現状でございます。 

 続きまして、二つ目の個人をピンポイントでという部分でございます。行政がこの事業

を企画展開していく際に、費用対効果という部分を含めて評価が必要というふうに考えて

おります。多くの市民が集まるイベントでの啓発というのは、当然生活習慣改善の動機付
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けということでは非常に有用というように考えておりますし、継続して生活習慣の改善に

取り組むということについては、かなり評価は難しいというような状況でございます。 

 ただ、健康推進課の主催のイベントは特にこれに特化して実施することは考えておりま

せんけれども、高齢者や自治会等への出前講座であるとか、健康診断等での健康づくりの

啓発といったところで、対象集団の特性に合わせた啓発を実施していきたいというふうに

考えているところでございます。 

 次に次のページでございますが、その他委員会での質問でございます。「元気フェス

タ」の意義についてということでございます。元気フェスタのようなイベントにつきまし

ては、生活習慣を振り返り、その改善を考えるきっかけ作りということでの要素が強いと

いうふうに認識しているところでございます。 

 一方で、似かよった彦根市が行うイベント等がございますので、そういったものにつき

ましては連携を図りながら、効率よく実施できるようにしていきたいと考えております。

今年度は他課や関係機関が実施するイベントの中で、啓発する方法を検討してまいりたい

というふうに考えております。 

 続きまして、最後は胃がん検診率云々というところでございますけれども、このがん検

診の受診率というのは、国が定めました方法で受診率を算定しておりますが、本市の受診

率というのは正確なものではございません。といいますのが、それぞれの保険者の受診の

状況が把握しづらいというところがございまして、全体数としてどれだけの市民の方が受

診されているかという全体像がなかなか把握しづらいというようなところがございます。

しかし、受診率の推移を見ることは可能でございますので、そういった意味では本市の市

民さんの受診率は年々向上しておりますので、そういう意味では受診率を目標値にするの

ではなしに、今後受診率の向上率といったところを目標にすべきではないかなと考えてお

りますので、次期計画の中ではそういったことで検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○委員長 

 それでは、ご質問、ご意見等ございましたらよろしくお願いします。 

○委員 

 何か渋い意見ばかり言っていたのでちょっと前向きな意見を。 

 元気フェスタの意義というか、そのほかの事業と連携をということはすごいいいことだ

と思いますので、積極的にほかのイベントと、もう少しそういう意味では具体的にこうい
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う事業となら連携できるという事業を挙げていただいて、ぜひそれに取り組んでいただき

たいなと思いました。すごく大事だと思います。 

 胃がんの受診率のことについても、慎重に分析された部分と受診率の向上を目指すとい

うことで、指標を変更するというのもすごく評価できるというか、すばらしい方向に向か

っていると思います。 

○健康推進課 

 今年度につきましては１２月に卸売市場におきまして「市場まつり」というイベントが

開催されるのですが、そこで食育の啓発をしたいと考えております。また１０月に保健体

育課が実施しますイベントでがん検診の受診申込みの勧奨を実施したいと考えております。 

○委員長 

 では、他に無いようでございますので、「３５１ 健康づくり推進」につきましては、

これで審議を終わらせていただきます。 

 

○事務局 

ここで市民環境部と入れ替えを行います。 

支え合いのまちづくりのところで幾つか事実確認の話がありましたけれども、こちら

のほうは今後また議事録の確認や、次回以降委員会の資料をやりとりさせていただく場面

がありますので、そういった機会に回答という形でペーパーで整理させていただいて委員

の皆さんにお渡しするという形でよろしいでしょうか。 

○委員長 

 それでお願いします。 

（休憩～再開） 

 

【３１１ 人件尊重のまちづくりの推進（振り返り）】 

○委員長 

 それでは、委員会を再開させていただきます。 

 次はコード番号「３１１ 人権尊重のまちづくりの推進」につきまして、担当課からご

説明をお願いします。 

○市民環境部次長 

 それでは、施策番号「３１１ 人権尊重のまちづくりの推進」について、施策、事業へ
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の反映状況についてかい摘んでご説明申し上げます。 

 まず、行政評価委員のご意見としましては、事業がマンネリ化している、取組内容や事

業の実施方法の見直しを図るというご意見を頂戴しております。それにつきましては、人

権施策につきましては、地域総合センターにおける各種事業のように、これまでの取組を

踏まえながら根気強く継続していくことが重要であると考えております。人権課題が多様

化する中で、取組内容である事業の実施方法を一律に見直すことが必ずしも効果的とは言

い切れない部分がございます。一方では、事業によっては実質的に形骸化やマンネリ化が

生じている部分も否めませんので、現状では今後の社会情勢を踏まえてより効果的な制度

や内容へ見直しを図っていくことが重要であるというふうに認識しております。 

 こうした中、今年度においては自治会等における主体的な取組の定着とさらなる促進を

図るため、学区人権教育推進協議会への補助金制度を改めましたほか、地域における活動

の推進役の発掘と育成を目的とするリーダー養成講座の内容の充実、さらには人権啓発の

指導者間の連携強化を目的とする研究会の開催等を行っております。また、個別の事業に

つきましても、これまでの事業を継続しつつ、より効果的な内容及び実施方法への見直し

を図っているところでございます。 

 今年度、過去に策定いたしました彦根市人権施策基本方針に基づく施策の実施状況につ

いて、市全体での検証を進めているところでございまして、施策の重複や漏れを確認しス

クラップ・アンド・ビルドを行うことに加えて、重点的に取り組むべき事項について協議

していく予定でございます。 

 次に学校や家庭、企業を初め人権侵害は被害を受けている方が声を上げにくいと、表面

化しにくいのではないかというご意見を頂戴しております。 

 これにつきましては、市に寄せられる相談のケースというのは少ないと思っております。

市として把握している人権侵害の件数は氷山の一角に過ぎないというふうに考えておりま

す。人権侵害に関しては、内容が福祉や教育、就労、犯罪被害など他分野にわたるケース

もございまして、市以外の関係機関と連携を図ることも重要であると考えております。 

 なお、市内の小中学校ではいじめ専用相談電話を設置するとともに、各校での定期的な

アンケート調査や教育相談により、子どもから訴えやすい体制を整えているほか、市民の

皆さんに対しては市広報誌を活用して、虐待やＤＶ被害、犯罪被害者支援などの相談窓口

の情報提供を積極的に行っております。 

 また、企業に対してもパワハラやセクハラ等の相談窓口を設置するように呼びかけてお
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りますし、事象の内容や被害者の置かれている状況に応じて相談しやすい環境づくりを図

ることといたしており、関係機関との連携や相談窓口に係る情報提供等に努めているとこ

ろでございます。 

 その他につきましては、市民意識調査のことについて２点ほど質問をいただいておりま

す。平成２８年度に実施だけれども準備具合はどうかということと、市民意識の調査の１

０年という期間が、このスパンについては長過ぎるのではないか、適当かどうかというご

意見を頂戴しております。市民意識の大きな変化を見る意味では、１０年に１回程度とい

うことで適当と思っております。同様の意識調査は県でも行われていますので、それを補

完する意味で市の調査もやっていくということは重要であると考えております。実際に意

識調査を実施するやり方という部分につきましては、人権尊重審議会等におきましてその

意見を集約して、方向性を検討していく予定でございます。 

 最後に「人権市民のつどい」について、参加者の固定化が例年の課題というご質問につ

いてです。参加者については前年度の委員会でもご説明申し上げましたとおり、初めての

参加の方は全体の４０％でありまして、必ずしも固定化しているものではないというふう

には考えておりますが、参加者における課題といたしましては、いわゆる各団体からの動

員要請に基づいての参加が大半ということもございます。したがいまして、自主的な参加

がほとんどなかったのではないかということが課題であると思っております。 

 こうした状況を踏まえて、今年度からは親子連れで参加しやすいようなフェスタ形式に

改め、体験コーナーやキッズイベントを取り入れるほか、人権啓発や福祉の推進に向けて

市内で活躍する市民団体の交流と活動発表の場として開催することとしております。 

 最後に、妥当性および効率性で低い評価となったことに対する意見でございますけれど

も、妥当性につきましては、人権施策につきましては粘り強く継続していくことが重要で

はありますが、一方で現状や今後の社会情勢を踏まえ、これまで実施してきた事業につい

て、より効果的な制度や内容へと見直すことも必要であります。現在はこうした見直しの

過渡期でございまして、今後も課題整理と検証を繰り返しながら、人権尊重のまちの実現

に向けた事業展開を行っていきたいと考えております。 

 効率性につきましては、人権施策は即効果の見える事業ではございません。効率性につ

いて低い評価となってしまう部分というのは否めないというふうにも考えております。 

 しかしながら、今後より効果的な制度や内容へ見直しを図っていく中で、単に経費、コ

スト面を考えるだけではなくて、重点的な事業への予算への組み替えでありますとか、効
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率性を考慮しながら事業を実施していくこととしたいと考えております。 

 簡単ではございますが、以上でございます。 

○委員長 

 ただいまご報告がありました内容につきまして、質問とかご意見等がございましたらご

自由にお願いいたします。 

○委員 

 １枚目のところで、実質的に計画がマンネリ化が生じている部分があるという認識をさ

れていますが、何か具体的な事業としてちょっと問題が分かるなというものを認識されて

いたら、具体的な事業を少しお教えいただきたいなと思うんですけれども、いかがでしょ

うか。 

○人権政策課 

 具体例といたしましては、見直し事項の中にも入れておりますけれども、市内の各自治

会で人権の学習会、地区別懇談会ですとか現在は人権のまちづくり懇談会ということで開

催されていますが、実際の内容が、行政からのやらされ感といいますか、単に年１回開催

すればいいんだというふうに、やることが目的化していた部分がありました。前年度から

今年度にかけまして、本来、自分たちの住んでいるまちを良くしていこう、そのためにど

んな課題があるのかをみんなで話し合うという、まさに懇談の場というように、そこは意

識の問題なのかもしれませんけれども、単に開催していただくことを目的とするのではな

く、その中身について、自発的な、自主的な取組になるように現在呼びかけをしておりま

す。その中で、学区への補助金制度を見直しさせていただいたというものになります。 

〇副委員長 

 地区懇はおやめになるということですか。それとも継続はするけれども、回数を減らさ

れていくということですか。 

○人権政策課 

 決して縮小していくとか後退させていくということではなくて、開催をしていただくこ

とは当然継続していきます。今までは開催していただくことが目的化していたので、そこ

の部分の見直しをしていくということです。今まで開催してもらえてなかったところにも、

開催してもらえるような働きかけを、今後していきたいと思っております。 

○委員 

 今のところで、形骸化とマンネリ化しているという部分について教えていただいたので
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すけれども、１ページ目の最後のほうに重点的に取り組むべき事項についても協議してい

くということなのですけれども、その重点的に取り組むべき事項というのは、現状でどう

いうことだと考えていらっしゃるかというのを教えてください。 

○人権政策課 

 こちらにつきましては、市が行う施策においてというのが前段にありますので、その中

でどのあたりに重点的に取り組んでいくかということになります。人権課題が複雑、多様

化しております。当初、同和問題の解消に向けた取組ということで人権行政を進めてまい

りましたが、複雑、多様化している中で幅広く課題に取り組んでいく必要が出てきている

と思っております。それから、人権課題に重い軽いはないと思っておりますので、その点、

どこかの課題を重視するから、こちらを軽くするということではないのですが、やはり彦

根市が抱えている現在の課題ということをしっかりと見据えながら、本年度はこの部分を

重点的にやっていくということが必要と考えております。例えば、高齢者の人権に焦点を

当てていこうというものです。ほかの課題を軽んじるということではないのですけれども、

そういった重点事項の設定は今後していくべきではないかということで協議をしていきた

いと考えております。 

○委員 

 ２枚目の学校、家庭、企業の人権侵害の被害をどういうふうに吸い上げるかというとこ

ろで、少し新たな取り組みを始めていただいているみたいなのですが、これ少し具体的な

効果とか少し変化というのは何となくキャッチされているのか、まだちょっとそこまでは

至ってないのか、どんな感じなのでしょうか。 

○人権教育課 

 この部分については、学校教育課の中に人権対策室を設けまして、以前から非常に精力

的に事には当たっていただいております。私も窓口当番をする中でそういった相談の取り

次ぎをさせていただいたりしておりますが、申し訳ございません、具体的な数字等につい

ては本日把握しておりません。 

○委員 

 少し好転しているというか、それが少し上がっているという。 

○人権教育課 

 それに向けては、ベテランのＯＢの校長先生等も含めて、精力的に取り組んでいこうと

思います。 
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○委員 

 また、これから出てくると思うのですけれども、指標とかという面できちっと効果が上

がっているということが見られるといいなというように思ったので、ぜひ頑張ってくださ

い。 

○委員長 

 では、私から２点ばかり。まず今のところに関係しますけれども、そこで学校の関係に

おいてはいじめという言葉を使っていらっしゃいますが、私はあれは犯罪だと思っている

んです。いじめとなると、何か犯罪とは違うニュアンスがあって、ある意味、ペナルティ

は課されないという軽い意識を子どもたちが持ちはしないかなと。実社会に出れば、それ

は明らかに犯罪であると、取り扱われる事案においてそうではない形で取り扱われている

と。子どものうちから私は特にいじめ問題は大変問題になっているのですけれども、ある

意味、事案によっては事案を飛び越えて犯罪行為をやっている子たちもいますので、いじ

めと犯罪という言葉をどこかで線引きをして、相談窓口を設けた段階ですけれども、その

あたりも含めて検討いただく必要があるのではないかと思うのです。いじめという言葉で

は片付けられない事案がどんどん出てきていると思いますので、そのあたり、教育委員会

なり何なりと連携していただく、あるいは警察と連携していただくということも必要にな

ってきますでしょうし、そういうことを考えると、いじめという言葉で片付けてしまって

いいのかどうかとずっと私は前からこれは思っておりまして、これは学校でもずっと発言

しているのですが、そのあたり言葉の問題だけなくて中身の問題も含めて、この言葉につ

いてはちょっと考えていただく必要があるのではないかなと思います。 

 もう一つは評価したいところなのですが、その他のところで２枚目の最後のところです

ね。「人権市民のつどい」のところで、きちっと分析していただいて、初めての参加の方

が４０％ということで固定化しているわけではないという分析結果を出されております。 

 ただし、動員による参加ということをここではっきりとさせたのは問題だと思います。

動員による参加では人権意識は実質的には高まらないと思います。ある意味、上から言わ

れて来ていらっしゃる方が多いわけですから、そうなるとなかなか人権意識が自発的に高

まるということも考えられにくいのですけれども、そういったことを含めて新しい取り組

みをこれからされようという意欲が見られますので、その点は一定評価したいと思います。 

 その場合ですけれども、ほかの自治体においてされている先進的な事例というか、取り

組み事例もあると思いますので、そういうところ参考にしていただいて、彦根市において



－ 42 － 

はどういう事例を取り入られるかということを考えていただくと。ほかの自治体の事例か

ら学ぶという姿勢も必要ではないかと思いますので、そのあたりも含めて考えていただけ

ればというように思います。 

 他、何かございますでしょうか。 

○委員 

 意見です。全体にかかわってなのですが、先ほどもちょっと別のときに言わせていただ

いたのですが、人権施策も多様化していて一つに決めれないというのは分かるのです。た

だ、先ほども言ったように、重点目標とか課題というのを明確に打ち出していただいて、

それに向かって進めていくというところをぜひ指し示していただきたいなと、あるいは目

標とか指標の中で、先ほどもどれか一つやってほか放ったらかすわけはいかないのでと、

行政サービスという意味では当然なのでなかなかそれだけやりますと言いづらいのかもし

れません。でも、やっぱり重要なポイントがそのときそのときに時期であったり社会情勢

の中であると思うんですね。それを打ち出していかないと、その施策が有効かどうかの判

断ができないと思うんですね。なので、これに向けて行きますという指標があって、それ

に向けていろんな施策をしていただいて、それをしたときにそこに近付いたかどうかとい

うことが、より効果的な施策だったかどうかという評価判断になるだけで、より効果的な

施策を探しますではなくて、まずそこに目指したい目的、目標があって、そこに向かって

もちろんたどり着かなかったら修正をするわけですけれども、何かそれが見えずに何とな

く人権というのがぼんやりとして、もちろんそれはそういうものなのかもしれないですが、

その中でも彦根市としてはここに焦点を当てて施策を取り組んでいきますということをし

ないと、全部のサービスを全部向上しますということは現実的に不可能なわけですね。財

政的にも。そういうときに、やっぱりそういう選択と集中という言葉、さっきスクラッ

プ・アンド・ビルドという言葉もありましたけれども、とするならば、そこが何を立てて

いくのかというところがきちっと明確に出していただけると、より評価をしたり判断する

ときの材料になると思いますので、ぜひともお願いしたいと思います。 

○副委員長 

 僕もお願いをしておきます。せっかく滋賀県も女性活躍の課ができたことですし、タイ

ムリーに彦根も例えば育児休暇１００％取得だとか女性活躍が彦根では今、行政の中では

これだけだと、彦根の大企業の中ではこれだけだと、それぐらいのデータは出ると思いま

すので、そこで具体的に例えば目標設定等を持って、この３年間は３年間で女性の係長で
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すか、課長級ですか、何か知りませんけれども、その辺のところを増やすんだという具体

的な目標が立てられたほうが僕はいいと思います。 

 幼児虐待の問題もなかなか表に出にくいと。でも、彦根では僕も随分たくさん聞いてい

ますしね。その辺のところを今年はこれでやるんだというところを具体的にやっていかな

いと、毎年毎年、人権の問題はあっちもこっちもしなくてはならないと言って終わったと

きに、結局何もできないような気がして僕はならないので、ぜひとも市として今年はこれ

をやるんですよと、そのためのあれですよということをかなりに明確に僕は打ち出された

ほうがいいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長 

 他に意見もないようでございますのでコード番号「３１１ 人権尊重のまちづくりの推

進」につきまして、これで審議を終わらせていただきます。 

 

【３４５ 医療保険事業の充実（振り返り）】 

○委員長 

 それでは、次の施策に入らせていただきます。それでは、コード番号「３４５ 医療保

険事業の充実」につきまして、担当課からご説明をお願いします。 

○市民環境部次長 

 それでは、医療保険の充実につきまして、ご説明申し上げます。 

 まず施策、事業への反映状況をお話しする前に、医療保険事業の充実について全体的な

ことを申し上げたいと思います。医療保険事業の充実の施策につきましては、国民皆保険

を支える最後の砦である国民健康保険制度及び平成２０年度から創設された後期高齢者医

療制度、さらに社会的、経済的に弱い立場にある方々を支援する福祉医療費助成制度につ

いて、安定的な運営に努めているものでございます。特に高齢者や低所得者層の加入割合

が高いことなど、構造的な問題を抱えている国民健康保険につきましては、平成２７年５

月に成立いたしました改正国保法におきまして、平成３０年度から財政運営責任主体が都

道府県に移行されることとなっております。これは昭和３６年に国民皆保険を達成して以

来の大改革と言われるような状況でございます。 

 こうした中、昨年度の行政評価において妥当性や効率性が問われました特定健診等の保

健事業の推進につきましては、被保険者の健康の保持、増進や医療費の増大に適切に対処

していくために、生活習慣病を中心とした疾病予防対策が保険者に求められております。
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今年度からは健康医療情報の分析に基づく、効果的かつ効率的な保健事業実施計画、いわ

ゆるデータヘルス計画の作成、公表、事業実施、評価等に健康推進課等の関係課とも連携

しながら、取り組んでいくこととしております。 

 また、特定健診につきましては、従来から実施しやすい環境づくりに取り組んできたと

ころではございますが、平成２６年度には集団健診の受診者数は増加したところですが、

最終の受診率において資格喪失者等を除外することから、残念ながら前年度より、また少

し減少となる２９．３％となりました。平成２７年度の受診率の増加に向けて、保健師の

電話による勧奨回数を増やしたり、Ａ４版のはがきによる勧奨通知の内容をさらに工夫す

るなど、受診行動につなげる工夫を行っていく予定をしているところでございます。 

 さらに、広く市民への健康づくりにかかる周知といたしましては、１０月１２日に開催

されます元気フェスタへの参加を予定しておりまして、今回は幻のラジオ体操と呼ばれる

ラジオ体操第三を紹介することとしております。 

 また、保険年金課においては所属の業務改善の取り組みとして、『待ち時間を感じさせ

ない窓口づくり』に取り組んでおりまして、市民の皆さんへの情報提供の充実を図る中で、

国保制度についても周知してまいりたいというふうに考えております。 

 それでは、個別のご意見に対しての取組み状況についてお答えを申し上げます。 

 総括評価の中で、「特定健診の受診勧奨などで健康保持増進を目的とした事業や保険料

の収納率向上を目的とした事業は、市民に周知し中身を理解してもらい行動してもらうこ

とが重要」とのご意見を頂戴いたしました。それに対しましては、目標値に達していない

事業として特定健診の受診率が目標４１％に対しまして、平成２６年度実績でございます

が、実績２９％となっております。集団健診の実施方法につきましては、毎年見直しを行

っており、平成２６年度は実施回数を前年の３８回から４０回に増やし、がん検診との合

同実施日も増やしていくほか、土曜日開催数も増やしました。また、未受診者に対しては、

受診勧奨通知の郵送だけではなく、在宅保健師による電話による受診勧奨も行いましたが、

結果的には目標に達しませんでした。平成２７年度はデータヘルス計画を策定し、ＰＤＣ

Ａサイクルの取り組みを推進していく中で、特定健診の受診率の引上げを重点事項とし、

他市町での事例等を参考にしつつ、より効果的な受診勧奨事業を図ってまいりたいという

ふうに考えております。 

 次に、「国民健康保険事業については、保健、福祉等の関係機関としっかり連携し、市

民の健康づくりを主体的、活発的に行ってほしい」というご意見に対しましては、健康推
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進課と連携いたしまして、がん検診と特定健診を合同実施する回数を増やしましたことで、

受診者の利便性の向上を図りました。また、平成２６年度には湖東圏域の４町、米原市と

提携し、近江鉄道電車への健診受診啓発のラッピングやバスの広告掲載を行っており、平

成２７年度は協会けんぽや東近江圏域の市町など提携相手を拡大することで、より広域に

やってまいりたいと考えております。 

 次に、「ジェネリック医薬品については、その効果を検証するとともに、市民だけでは

なく関係機関にも啓発行動を行うことが重要である」というご意見でございます。これに

対しましては、現在、ジェネリック医薬品の普及啓発として、年２回の後発医薬品（ジェ

ネリック医薬品）差額通知書の送付と窓口や健康診査会場でのジェネリック医薬品希望カ

ードの配布を行っております。その効果分析も行っており、平成２６年度では効果確認を

行った６カ月間において、累積で約１８０万円の軽減効果があったという報告もされてお

ります。 

 ただし、この事業ではジェネリック医薬品の特性をより多くの方に周知することを目的

としておりまして、先発医薬品と比べまして効き目や副作用が異なるという場合はまれに

あることから、医師・薬剤師と十分に相談いただいた上で使用いただくものとなるという

ふうに考えております。 

 次に、「国民健康保険事業は、生活習慣病の予防と医療費抑制対策として重要と考える

が、毎年度受診率が低い結果となっている。その要因について」ということでございます

が、受診者の分析といたしましては、年代別にいいますと、４０から５０代の受診率が低

く、特に男性の受診率が低い結果となっております。平成２３年度に県全体で行ったアン

ケート調査では、健診を受けなかった理由として「いつでも病院に行けるから」、「時間

がとれなかったから」を挙げた方が４０歳から５０歳代で特に多かったという結果も出て

おります。このことが毎年度受診率が低い大きな要因と考えられ、この年代の方に対して

健診を受診することの必要性や将来的な効果等を理解していただき、受診行動へつなげて

いくことが重要な課題であると考えております。そのためにより身近な場所で気軽に健診

を受けていただく機会を設けるという意味で、大規模店舗での健診の実施等について検討

していきたいというふうに考えております。 

 次に、「勧奨通知を２回増やしたにもかかわらず、特定健診の受診率が微減になった理

由をどう分析しているか、通知方法の改善及びその内容は」ということでございますけれ

ども、特定健診の受診率を向上させる対策といたしましては、平成２６年度には未受診者
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に対して受診勧奨通知を郵送するほか、在宅保健師による電話による受診勧奨を行いまし

た。集団健診の実施方法につきましても、休日開催や実施回数を増やすという、より受診

しやすい環境づくりを行った結果、平成２６年度には集団健診においての受診数が増加と

なりましたけれども、最終の受診率算定においては、先ほど申し上げました資格喪失者を

除外することから結果的に減少することとなりました。今後におきましては、さらに集団

健診の受診環境を充実させるとともに、医療機関での個別健診受診者を増やしていく必要

もあると考えておりまして、関係機関と協力連携していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○委員長 

 ただいまご報告いただきましたけれども、これにつきましてご質問、ご意見等ございま

したらご自由にお願いいたします。 

○委員 

 質問なのですけれども、ジェネリックの効果確認を行ったら、累積で１８０万というこ

とですが、パーセンテージで言うと医療費に対してどんなものなんですか。規模が分から

ないものですから。 

○保険年金課 

 １８０万円が総医療費に対するという意味合いをおっしゃっていただいていますか。 

○委員 はい。 

○保険年金課 

 医療費の保険者負担分の保険給付費については、十億単位の支出ですので、それに対す

る率ということでは、僅かな率ではあるかと思いますが、例えば６カ月間で１８０万あれ

ば、それが累積していけば積み重なっていくというふうには考えているところです。 

 総医療費に対する率ということではありませんが、切りかえ率というものがあるのです

けれども、平成２６年８月に調剤レセプトの請求があった方が１，１３７名、そのうち一

人でも後発医薬品に切りかえた方が９６名ということで、切りかえ率が８．４％であった

というものが、２７年１月の時点で再度、その切りかえ率を見たら１７．５％ということ

で、８．４％が１７．５％に９．１ポイント増加したと、ジェネリックの差額通知として

は、そういう効果は出ているということになります。 

○委員 

 切りかえ率ということですね。 
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〇保険年金課 

 はい。 

○副委員長 

 国民健康保険事業、受診率を上げるために大規模店での健診実施等についても検討して

いきたいということですが、本年度はどちらかで何曜日にやるというご予定はありますか。 

○保険年金課 

 今年度については、既に昨年度の１２月に予算の債務負担行為をして、健診の日程調整

が前年度中に終わっている状況で今年度には入れられてないですけれども、来年度には、

ビバシティであるとかイオン等の大規模店舗についてこれから交渉させていただいて、同

じ店舗の中で買い物のついでに受診いただくというようなことを考えていきたいと思って

います。 

○委員 

 今のお話の続きなのですけれども、大規模店舗で個々に受診するとすると、どうなるの

でしょうか。例えば、私がそこで受診するとしますね。どれぐらい時間がかかりますか。 

○保険年金課 

 受診の時間ですか。 

○委員 

 はい。 

○保険年金課 

 その受診の時間が今やっている集団健診とそんなに変わるものではないと思っているん

ですけれども、要するにそのこみ具合ということになってくるかと思います。 

○委員 

 集団健診というとあれですかね、例えばどろっとした白いものを飲みますよね。 

○各委員等 

 バリウムですね。 

○委員 

 そういうのも入るわけですね。 

〇保険年金課 

 国保でさせていただいているのは、生活習慣病に着目した特定健診ですので、がん健診

については健康推進課が所管するのですけれども、その健康推進課と連携して、総合健診
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という形でがん健診と特定健診を組み合わせてやっている日と個別でやっている日とがあ

ります。そういう総合健診の日を増やすことで、１回で済むというようなことで、より多

くの人に来ていただくことを狙っているところです。 

 ただ、総合健診は１回で済むのですけれども、当然待ち時間のほうは長く、多くのメニ

ューをこなそうと思うと、やっぱり１時間から２時間はかかってくるかなというふうに思

います。 

○委員 

 大規模店舗で受診するという時に、やっぱり土曜、日曜だと思うんです。家族と例えば

半分お買い物をしに来て、１時間、２時間待つというのはなかなか難しいのかなという気

もちょっとします。そのあたりの工夫のようなものも必要かもしれません。 

○保険年金課 

 今、健診を２６年度は全部で４０数回しているわけなのですけれども、土曜健診を２６

年度は６回していたものが今年、２７年度は７回していて、休日の健診を増やしていかな

ければいけないという状況があるのですけれども、そういう中で大規模店舗ということも

考えていく中では、例えば先程お話した元気フェスタなどイベント性のあるものを組み合

わせてやるということも検討の一つかなとは考えています。今年度、元気フェスタへの参

加は、幻のラジオ体操第三の紹介ということをお話ししていたのですけれども、その中で

血管年齢を測定するというような健康づくりを考える国保コーナーも設けますので、そう

いうものを特定健診を大規模店舗でするときに組み合わせてみることも、ただ場所的なこ

ともありますので、できるというふうには今この場では申し上げられないのですけれども、

そういうことも検討の一つです。また、これも大規模店舗さんとの話し合いになりますが、

健診に来られた方にお買い物ポイントを増やしていただけるというようなことももし可能

であれば、健診受診者を増やしていく仕掛けになるのではないかなどいろいろそういう工

夫できることを考えてはいるのですが、実現していけるかどうかは今後の交渉ということ

になってくると思います。 

○委員 

 その大規模店舗と交渉ということなのですけれども、市の庁内だけで議論して、こうす

ればうまくいくんじゃないか、こうすればうまくいくんじゃないかという工夫には多分限

界があると思うのですね。ここでは大規模店舗というのがパートナーとして上げられてい

るのですけれども、民間の知恵とか、民間がどうやって人を動かしているのかとか、そう
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いったところはいろいろ議論していく中で、こういうふうにすれば４０代のめんどくさが

りの男も動くとか、そういうヒントのようなものが見えてくるんじゃないかなという気が

しますので、ぜひ庁内だけで議論を閉じないで、外といろいろ交渉をされるといいかなと

思います。 

○委員 

 今の話と関連しているのですけれども、私はいつも同じところに人間ドッグに行くので

すけれども、そことかは人数が限定されていて結構時間が早く終わるんですよね。そうす

れば仕事にも、きっちり２時間ぐらいで終わったりするので、割と仕事の予定が立てやす

いし、行きやすいし、早く終わるしみたいなのがあるので、そういった検討をしてもいい

と思います。あくまで意見です。 

○保険年金課 

 その関係で健診を予約制にするのかという話もないことはないのですけれども、健康推

進課のがん健診などは予約制になっているものもありますが、キャンセルの調整であると

か、予約の受付事務の煩雑さとも兼ね合いながら予約にするのがいいのかどうかを考えて

いるところです。 

○副委員長 

 当然、今出しておられる中で、予約をとっておられますよね。何月何日の何時からとい

うことで個々に。 

○保険年金課 

 はい。がん検診については基本的には予約制です。 

○副委員長 

 がん検診については予約なんですか。 

○保険年金課 

 はい。特定健診については日程をお知らせした上で、予約という形ではないです。 

○副委員長 

 予約をとる形ではないけれども、何日にしたいという一応確認をするわけですか。それ

もしなくて、やっている日にいきなりくすのきセンターへ行ってもできないですよね。一

般の健診はできるわけですか。 

○保険年金課 

 何日にどこの会場でやっていますという日程のお知らせと一緒に、受診券を５月に送ら
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せていただいて、６月から１０月の間の都合の良い時に受診に行っていただくこととなっ

ています。 

○副委員長 

 やっておられるその中で、既に健康診断をしたいという方の人数は当然全てできる設定

になっているわけですね。なおかつ、要するにもっと受診率を上げたいということで、大

規模店でも一遍やってみようかという話なのですか、それともその中ではどうしてもでき

ないと、ビバとイオンかどこかで年に二、三回やったほうがさらに上がるというのはどっ

ちなのですか。 

○保険年金課 

 特定健診については集団で行う健診と個別に医療機関に行っていただく方法と両方があ

ります。健診の予算措置をするときには、実績に基づいて約四千人を集団健診としては予

算化しています。ですから、そこに対象となる方が全員来られたらとてもこの回数の中で

は賄えないという数字です。今の受診率も兼ね合いながら実際に来られる数を推計してや

っている状況です。結局、今後、対象者すべてを集団健診でというのには限界がありまし

て、大規模店舗でやるというのは、どちらかというと、今まで受けてられなかった方が受

けようとするきっかけになっていただければという意味合いです。今後は、皆さんが集団

健診に来るというよりは、個別に医療機関に行っていただく方法を増やしていくことも考

えていかなければいけないと思っています。 

○副委員長 

 なるほど。一遍、来年度やりましょう。僕がやるわけではないですけども。そういうと

ころで今まで１回もされたことはないのですよね。 

○保険年金課 

 大規模店舗で実施したことがということでしたら、ありません。 

他市ではコンビニ受診ということもされています。コンビニのローソンさんなどが企

業の社会貢献活動として公的機関と連携してされているのですが、受診会場の関係で、コ

ンビニでの健診は難しいということで大規模店舗ということを考えています。 

○委員長 

 それではこの件につきましては審議を終わらせていただきます。 

 これで本日の予定施策は全て終わりましたが、事務局のほうで何かございましたらよろ

しくお願いいたします。 
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【閉会】 

○事務局 

 熱心なご議論、長時間にわたりまして本当にありがとうございました。 

 最後に事務的な連絡をさせていただきます。次回の第３回委員会は８月下旬の開催を予

定しております。次回につきましては、今年度初めて通常の施策評価を予定しておりまし

て「生涯学習の推進」、「社会教育の推進」、「生涯スポーツの推進」、「小学校・中学

校教育の充実」の４施策を評価していただくことになります。評価対象の施策に係る施策

評価調書および事務事業評価表については本日、彦根市の封筒の中に入れさせていただき

ましたとおりです。こちらをごらんいただきまして、次の委員会の開催までに事前質問と

事前評価の作業をお願いすることになりますけれども、それぞれのご提出期限等につきま

しては、８月下旬の開催日の調整等の連絡に併せてお知らせさせていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、これを持ちまして、第２回彦根市行政評価委員会を終わらせていただきます。

どうもありがとうございました。 

 

（終了） 


